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 令和 2 年中国武漢市で発生しに新型コロナウイルス COVID 一 19 は、引き続き社会に

大きな影響を与えているが、コロナウイルス感染発生から 4 年を経過し漸く、「with コロ

ナ」社会への転換に舵が切られることになった。 

島根県の情報産業は、個々の企業の業態により違いはあるものの、DX投資や教育分野にお

ける印投資等があり、引き続き順調な成長を遂げている。県内各産業の動向と比較して、情

報産業の成長には特筆すべきものがある。売上額など産業としての規模はまだまだ小さい

ながらも、すでに震林水産業のそれを超え、各産業分野のなかでも際立った成長をみせてい

る。 

DX 時代到来が掲けられる今、情報産業は、生産性向上のツールであることはもとより、

新たな社会・産業のイノベーションの担い手として、その役割が地域社会のなかでますます

増大している。また、地域のDX化推進に関し、DXが経営そのものにかかわる事柄である

ことから、総合的なアドハイスが可能な丁人材育成等に新たに取り組む。 

こうしたなかで、(一社)島根県情報産業協会は、協会創立以来の理念である情報関連技術

の開発及び利用の促進を一に図るため、会員相互交流の機会を設けるとともに、情報関連技

術力向上に関する研修を引き続き協会活動の主な柱にして、活動を行っていく。 

行政に対する積極的な協力を行うことにより、施策の実施が情報産業界にとり効果的なも

のとなるように努める。施策提言活動を引き続き実施する。また、ソフト系 IT 産業支援に

関する情報の収集に努め、会員へ適時適切な提供を行う。 

情報産業を担う人材確保は引き続き大きな課題である。そのにめ、行政団体が行う関連施策

の積極的な利用のほか、協会としても、高等教育機関と連携しながら、学生へのガイダンス

を実施する。また、本県の IT 産業の将来を担う人材育成に資するため、高校生の印関連ク

ラブ活動への助成を行う。 

会員相互交流に関しては、そのうち、講演会・交流会や親睦ゴルフ大会は、感染対策の状況

を踏まえながらも、鋭意取り組む。協会各委員会活動を会員交流の場と位置づけ、その活動

に取り組んでいく。また、協会組織運営力向上のため、役員間の情報共有と意見交換に留意

し、協会の運営を行う。 

令和 5年度( 2023年度)の人材育成研修については、引き続きオンラインによる研修や

e ラーニングによる研修を主たる研修方法(対象講座数県外開催集合研修 407、オンライン

研修 420、Eラーニング研修 1 166計 1993講座)として実施する。また、地域のDX化

推進に関し、総合的なアドハイスが可能な人材技術者育成等に新たに取り組む。 


